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研究成果の概要： 
本研究テーマは、従来の年金会計基準の枠組みを集団投資スキームという概念にもとづいて

再構築する、という新たな観点から接近され、下記に記すとおりいくつか具体的な成果を公表

し、同時に理論上の展開をいくつか明らかにすることができた。 
それはつぎの点である。 
①従来の国内外の年金会計基準を基本的な概念と会計の考えかたの妥当性について疑問を呈し

て、新たな概念と考えかたを提示したこと。これは国際会計基準の公開草案の検討を通じて

拠出ベース約定の概念が企業年金制度の新たなとらえ方となる点について、同公開草案の詳

細な検討をおこない、そのもつ意義について明らかにした。 
②従来の会計基準が、既存の年金制度の特性をどのように考えて、会計処理のあり方を示して

きた論理を検討し、それは年金制度の特性を十分に反映するものではなかったこと。年金基

金を集団投資スキームの観点からみることは、年金制度を従業員福祉の観点からみるだけで

なく、プール化された資産－年金資産－の運用をめぐるマネジメントと責任という観点から

接近することでもある。それは、他の資金運用をめぐる問題と共通する側面を有している、

という点に焦点をあてることでもある。 
③年金制度のあらたな側面を明らかにして、それに適応する会計基準のあり方について国際財

務報告基準の動向をふまえて提示したこと。これは上記の①でもふれた国際会計基準の公開

草案のなかに、新たな方向をみることができるが、同時に年金会計基準のフレームワークが、

たんに年金会計そのものだけでなく、年金基金のガバナンスにも深くかかわっていることを

も意味している。すなわち、年金基金の自律的なガバナンスのあり方が、連結会計との関連

において重要な論点となっている。 
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１．研究開始当初の背景 
(1)研究開始当初年度は年金会計基準の従来
の枠組みをまずは整理し、問題点を摘出する
という作業に限定し、新たな年金会計基準の
構築の基礎を明確にするという点に留意さ
れた。 
(2)集団投資スキームという観点からの接近
は、年金制度をプール化された資産のマネジ
メントと運用責任という点に、他のプール化
された資産のエンティティに共通する問題
としてとらえることであり、その意味でプー
ル化された資産とは何かの明確化が必要と
され、この問題の検討が研究の出発点でもあ
った。 
(3)この観点から問題に接近することは、従
来、年金会計基準で論議をよんできた諸問題、
たとえば、割引率の選択、数理計算上の差異
の会計処理、期待運用収益率の設定など、会
計（学）の枠内における諸問題を取り扱うの
ではなく、もう少し基本的な課題を対象とす
ることでもあった。 
(4)以上の問題意識にたった年金会計基準の
あり方の検討は、国内外のこれまでの研究成
果と異なる可能性をもっていたと思われる。 
 
２．研究の目的 
本研究がめざす目的は、つぎの２点にある。 
(1)企業の退職給付制度によってつくられ
た年金基金（pension fund）、ならびに企
業年金ではなく年金加入員によって拠出さ
れた共済基金を、それぞれひとつの独立し
たエンティティととらえて、その会計のあ
り方、ならびに年金基金の会計基準の構築
のためのフレームワークを、「集団投資ス
キーム」の会計という観点から明らかにす
ること、 
(2)集団投資スキームの会計が従来の限ら
れた領域でなく、年金基金というより広い
領域にまで拡大しており、それは会計(学)
にとって重要かつ新たな展開の可能性を示
していること、を明らかにすることにある。 
以上の研究にもとづき、年金制度の新た
なスキームの可能性を予測しつつ、「ある
べき」年金会計基準のフレームワークを提
示すること。 
最後に、年金制度がプール化された資産の
マネジメントと運用責任にかかわり、それは 
他のプール化された資産に共通する性格を
もっていることを指摘して、年金制度固有な 

 
点だけでなく、他の制度に共通する性格をも
っていること、それが新たな年金会計基準の
構築をうながす重要な要因となっているこ
とを明確にすることでもある。 
 
３．研究の方法 
(1)本研究テーマは集団投資スキームという
側面と年金会計基準という側面の２つの側
面を結びつけ、新たな年金会計基準の構築と
いう複雑な方法を採用している。このアプロ
ーチにもとづいて、年金会計基準が他の基準
と共通する性格をもっていることを指摘し
て、国際会計基準、米国基準のこれまでの会
計基準のフレームワークを再構成すること
を目指している。 
(2)そのためには、従来のように年金制度の
２つの区分、すなわち確定給付制度と確定拠
出制度の区分について再検討の必要がある。
確定給付制度の会計基準にふくまれている
退職金制度と年金制度の統一的な会計処理
の妥当性の検討が必要となる。 
(3)新たなアプローチに不可欠な概念として
なにを提示するかという点に関連して、年金
制度をめぐるリスクの性格とリスクの認
識・測定・開示という会計問題について詳細
な検討が必要とされる。 
(4)本研究において集団投資スキームの概念
でみることは、年金会計基準のみならず株式
会社会計もまたそうした観点で見直すとい
うことを意味しており、その意味で本研究は
年金会計基準の枠組みの再構築だけでなく、
会計一般の枠組みの再構築を含意している。 
そのための方法として、現代会計制度の方向
は、国際財務報告基準（IFRS）をふくめてプ
ール化された資産、すなわち集団投資スキー
ムの問題として顕現するという観点にたっ
て、投資先企業の会計問題、さらに展開され
てヘッジファンドに代表されるように投資
家サイド自身の開示の問題をもふくむ広範
囲におよぶ問題としてとらえ、再構築されな
ければならない。 
 
４．研究成果 
研究成果は主として４点に集約される。 
(1)年金制度の確定給付制度はもちろん確定
拠出制度もまた、拠出された基金をどのよう
に管理して、給付するかという課題は同一で
あり、それゆえプール化された    資産の運
用のための基金という意味で集団投資スキ



ームの会計問題を有している。 
 その観点から、従来、年金会計基準の対象
が確定給付制度であり、確定拠出制度にはほ
とんど焦点があれられてこなかったことに
疑問を呈して、確定拠出制度の会計基準の再
構築の必要性を明確にした点である。 
  いいかえれば、集団投資スキームにもとづ
く年金会計基準のあり方は、確定給付制度と
確定拠出制度に共通する課題を明らかにす
ることにかかわっており、それは年金加入者
に対する責任をどのように開示するかとい
う点につながっていることを明らかにした。 
 この観点は、これまで必ずしも明確なかた
ちでは提示されてこなかったが、確定拠出制
度への移行が国内外における年金制度の明
確な動向のなかで必要な観点である。 
  

(2)従来、年金会計基準は確定給付制度を対
象としているが、当該制度のなかでもキャッ
シュバランス・プランは確定拠出制度と共通
する特性を有しているとみなせば、当該会計
基準の枠組みはどのように考えるべきか、と
いう問題は共通する問題である。 
国際財務報告基準 19号の改訂をめぐる 
議論は、そうした観点から年金会計基準のあ
り方を再構築しようとしている。とりわけ、
わが国で年金制度と退職金制度は会計基準
では一元化されてとらえられてきたのに対
して、両者はスポンサー企業が負っているリ
スクという観点からみれば、退職金制度は毎
会計年度末における債務の確定という点、一
方、年金制度－確定給付制度－は退職時の給
与にもとづいて給付が決定されるような仕
組みの場合には、不確定なリスクにさらされ
ている点で、両者は決定的な違いがあるので
はないかという問題である。IFRS の公開草
案では、前者を拠出ベース約定、後者を確定
給付約定として区分して、新たなアプローチ
を提示している。 
本研究成果では、この IFRSの公開草案の
帰趨については明確に評価されてはいない
が（いいかえれば、この提案は国内外から強
力な批判があるために拒否される可能性が
あるが）、しかし検討するのに値する提案で
あると評価している。 
 
(3)集団投資スキームの会計で重要な点はガ
バナンスの問題である。ガバナンスの問題が
どのようなかたちで年金会計基準のあり方
に結びつき、その前提となるのかは、新たな
年金会計基準の構築にとって重要な問題で
ある。 
  本研究では、近年、公表されたヨーロッパ
の機構から公表された報告書をもとに、この
問題に関して検討を加えている。おそらく、
年金会計基準のあり方をガバナンス問題に
関連づけて正面からあつかった最初の論文

であると思われる。 
 そこでは、年金制度の自律的なガバナンス
の仕組みがどの程度であるか、いいかえれば
スポンサー企業が年金制度の理事、意思決定
などに大きく影響し、年金制度の独立性が失
われているような場合、従来の年金会計基準
からさらに踏み込んで連結問題としてとら
えなければならない、という可能性について
言及している。 
 従来、年金制度は当然のことのように年金
資産と年金債務との差額－純額－を負債（場
合によっては、資産）としてオンバランスさ
れてきたが、連結問題としてとらえれば、そ
うした会計処理は当然のものではない。 
 そのためにも、年金制度のガバナンス問題
は、会計基準にとっても重要な課題であるこ
とに留意しなければならない。 
 
(4)本研究であつかった問題のうち、新たな
観点は上記の（３）の「年金会計基準とガバ
ナンス問題」のほかに、もうひとつ「バイア
ウト・コストをめぐる年金会計基準」の問題
がある。これはほとんど扱われてこなかった
問題ではあるが、集団投資スキームとしての
年金会計基準を考える場合、重要な問題であ
る。 
 なぜなら、年金制度をプール化された資産、
すなわち集団投資スキームとしてみなるこ
とは、年金債務をめぐるリスク・シェアリン
グをどうするか、という問題にも関連してい
る。そうしたリスクを効率的に管理する主体
があれば、それに債務を肩代わりしてリス
ク・シェアリングを図るということは、当然
の方向としてみることができる。そのひとつ
が、スポンサー企業が保険会社に当該債務を
承継させ、そのために「債務－年金債務－の
売却」、いいかえれば保険会社による買収－
バイアウト－が問題となる。その際のバイア
ウト・コストはどうなるか、それをどのよう
に開示すべきかが、とくにイギリスの会計基
準の問題のひとつとなっている。 
 たしかに、この問題はイギリスでも市場の
規模は小さく、現実には大きな問題となって
はいないが、年金制度を集団投資スキームと
みれば、起こりうる問題のひとつであり、そ
の是非は別としてその意味することを考察
の対象とされるべき問題である。 
 事実、バイアウト問題は、昨年来の金融危
機の発生後、米国の GAO 報告書（General 
Accountability Office Report）でも問題に
なっており、その意味でも、先見的な成果で
あるといえなくもない。 
 
 以上、本研究成果の概要を述べてきた。そ
れにしてもいくつか残された研究課題が認
められる。そのひとつが、本報告書でも再三
にわたり言及された「プール化された資産」



の概念の展開の不十分な点である。現代経済
においてこの問題が重要な問題のひとつで
あることは、昨年来の金融危機においても明
らかではあるが、この概念のさらなる展開が
必要となる。この点については、本研究費の
成果をふまえて、つぎの段階で展開したいと
計画している。 
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